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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 
入院中の精神障害者の円滑な早期の地域移行及び地域定着に資する研究：コホート研究 

 

総括研究報告書 

 

研究代表者：山口創生（国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所） 

研究分担者：稲垣 中（青山学院大学教育人間科学部／同保健管理センター），渡邉博幸（千葉

大学社会精神保健教育研究センター治療・社会復帰支援研究部門／木村病院），来

住由樹（地方独立行政法人 岡山県精神科医療センター），菊池安希子（国立研究

開発法人 国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所），藤井千代（国立研

究開発法人 国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所） 

 

要旨 

日本の研究ではこれまで再入院（アウトカム）に関連する可能性のある要因を包括的に検証

した前向きの縦断調査は多くなく、特に主観的な指標（生活の質や主体性の程度）を用いた研

究はほとんど行われていない。そこで、本研究は、早期に退院する精神疾患患者の安定した地

域生活に影響する要因を探るために、国内複数の精神科医療機関の入院患者を対象に、主観的

指標を用いて前向きの縦断研究を実施中である。本研究は、多施設での前向き縦断研究を通し

て、精神科医療機関における救急病棟や急性期病棟に入院し、かつ 1 年未満で退院する入院患

者を対象として、入院時から追跡を開始し、退院後 12 ヵ月間にわたって追跡調査を実施し、退

院後 12 ヵ月間の再入院（アウトカム）と個人の主観的指標（特に生活の質）との関連や、主観

的指標の推移と再入院の関連を探ることを第 1 の目的とする。また、その他の曝露データ（個

人の特性・薬剤治療の内容・入院中の薬剤以外の支援内容、退院後の支援状況、地域・環境の

特性）を収集し、アウトカムに関連しうる要因を包括的に検証することを第 2 の目的とする。

参加機関のうち一部の機関ではコスト調査を実施し、アウトカムとコストの関係を検証する。

本研究の研究デザインは、前向きのコホートあるいは縦断研究である。各研究実施機関におい

て対象患者を選定し、基準に合致する患者には、研究の説明および同意取得を実施する。同意

取得を得た参加者からは、入院時、退院時、退院後 6 ヵ月時点、退院後 12 ヵ月時点に通常診療

で得られる客観的データや自記式尺度に関するデータ、社会資源に関するデータなどを得る。

本研究は、2018 年 10 月 1 日から開始されており、参加者のリクルートや入院時および退院時

の調査が実施されている。来年度は、データ収取を続けるとともに、好事例分析を続ける予定

である。 

A. 背景 

国際的に精神疾患を持つ者のケアは、入院

治療から地域ケアに移行して約 50 年が経過

する 1）。我が国の精神科医療は長らく入院治

療中心であったが、2010 年代からは転換期

を迎え、国レベルで精神科医療の地域ケア化

の方針を明確に打ち出してきた 2)。実際、平

成 28 年度精神保健福祉資料によると、入院

患者の約 80%が 1 年内に退院している 3)。し

かしながら、一方で多くの患者が退院後に安

定した地域生活を送っているわけではなく、

退院患者の約 40%が再入院を経験している 3)。

そこで、退院後の安定的な地域生活に関連す

る要因や治療、支援についての科学的検証が

必要とされている。 

欧米では、20 世紀後半に退院後の地域生活
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に関連する要因を検証する研究が取り組ま

れてきた 4-10)。その結果、性別（男性）、年齢

（若者層）、双極性障害、問題行動の有無、

重い症状、低い機能、頻回入院、長い入院期

間、援助付き住居の利用の有無、社会的機会

の有無、包括的かつ継続的な地域ケアの有無

など様々な変数が再入院や地域生活の継続

に関連する曝露として指摘されている 4-10)。

また、これらの変数は、近年のシステマティ

ックレビューにおいても、精神科患者の再入

院に関連する要因として指摘されている

11-13)。さらに、ごく近年では、精神科入院患

者における再入院の要因を単一の変数に求

めるのではなく、入院期間や精神科診断、救

急サービスの利用歴、身体疾患の有無などで

構成される複合的な変数（「READMIT」と

呼ばれる複合指標）を用いて研究もされてお

り、退院後の再入院に関連する指標として非

常に高い効果量を示している 14)。他方、上述

のテーマに関する近年の国際的な研究にお

いては、国レベルの患者データベースを用い

た大規模な後方視的縦断デザイン（後ろ向き

コホート研究）が採用されることが多いが、

通常の臨床実践で収集していない曝露要因

のデータについては検証ができないという

限界を抱えている。特に、近年では患者の生

活の質やパーソナル・リカバリー（希望する

人生に到達するプロセス）への関心が高まり、

主観的アウトカム指標（patient reported 

outcome measure）や曝露が重要視されてお

り 15)、そのような変数と再入院との関連を検

証した研究はごくわずかである 16)。 

適切な地域ケアの発展や入院治療と地域

ケアのバランスは、その地域の特性を考慮す

る必要があり 17,18)、国際的な知見を参照しな

がらも、日本国内のシステムで早期に退院す

る精神科入院患者における再入院に関する

要因を包括的に検証する必要がある。国内の

研究では、Ogawa らの前向き縦断研究が統

合失調患者の退院後の地域生活の可能性を

指摘しているが 19)、退院後の患者生活を追跡

した中規模以上のコホート研究は多くない。

特に 2000 年代以降では、入院中の患者の比

較的大規模な前向きコホート研究や患者デ

ータベースを用いた後方視的デザインは存

在するが 20-23)、退院時から地域生活までを前

向きに追跡した研究は限られ、サンプル数や

退院後のアウトカムに関連する曝露（個人要

因や環境要因、薬剤要因等）の種類に限界が

ある 24,25)。また、これらの研究は、入院精神

医療の機能分化やクロザピンの導入前に実

施された調査であり、現制度下における知見

の一般化にも限界がある。さらに、日本の研

究ではこれまで再入院（アウトカム）に関連

する可能性のある要因として主観的な指標

（生活の質や主体性の程度）を用いている分

析は多くない。そこで、本研究は、早期に退

院する精神疾患患者の安定した地域生活に

影響する要因を探るために、国内複数の精神

科医療機関の入院患者を対象に、主観的指標

を用いて前向きの縦断研究を実施中である。

本研究の知見を活かして、精神障害者の地域

支援施策に関する提言を行うことが最終的

な目的である。 

 

B. 研究の目的 

本研究は、多施設での前向き縦断研究を通

して、精神科医療機関における救急病棟や急

性期病棟に入院し、かつ 1 年未満で退院する

入院患者を対象として、入院時から追跡を開

始し、退院後 12 ヵ月間にわたって追跡調査

を実施し、退院後 12 ヵ月間の再入院（アウ

トカム）と個人の主観的指標（特に生活の質）

との関連や、主観的指標の推移と再入院の関

連を探ることを第 1 の目的とする。また、そ

の他の曝露データ（個人の特性・薬剤治療の

内容・入院中の薬剤以外の支援内容、退院後

の支援状況、地域・環境の特性）を収集し、

アウトカムに関連しうる要因を包括的に検

証することを第 2 の目的とする。また、参加
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機関のうち一部の機関ではコスト調査を実

施し、アウトカムとコストの関係を検証する。 

 

C. 本研究班の構成 

本研究班は、アウトカムや曝露の内容など

によって、6 つの分担研究班から構成される。

具体的には、客観的アウトカムの評価（稲垣

中）、主観的経験およびアウトカムの評価（渡

辺博幸）、問題行動の評価（菊池安希子）、薬

剤の評価（來住由樹）、好事例分析（藤井千

代）の分担研究班を設けている。また、入院

治療や地域精神保健医療福祉、臨床疫学・統

計のエキスパートである、木村大（木村病

院・千葉大学）、吉田光爾（東洋大学）、大石

智・廣岡孝陽（北里大学）、松田康裕（奈良

県立医科大学）、立森久照（国立精神・神経

医療研究センター）より、研究計画および調

査結果の考察、政策提言に関して助言を得ら

れる体制を整えている。さらに、近年の臨床

研究では、国際的に co-production（共同創

造）や patient and public involvement（PPI）

の重要性が指摘されていることから、研究の

全ての段階において、コアメンバーの一人と

して、精神保健サービスを利用した経験のあ

る者が関わっている。なお、事務局は国立精

神・神経医療研究センター精神保健研究所地

域・司法精神医療研究部内に設けている。 

 

D. 研究計画：プロトコル 

1. 研究対象者の選定 

本研究は、国内 21 精神科医療機関が参加

する。本研究においては、主要アウトカムで

ある 12 ヵ月の再入院と主要曝露である生活

の質（主観的指標）の関連を検証した過去の

研究（QOL 得点：非入院群 3.60±0.69と入院

群 3.42±0.80）と本邦の１年以内の再入院率

（約 40%）から 3,16)、統計力 0.7 と有意水準

5%を仮定し、目標症例数（430 名）を計算し

た。この症例数に過去の研究における脱落数

25%および退院をしない患者が 20%いるこ

とを加味し 26)、最終的に 624 名の参加者を募

る予定である。各医療機関においては、2018

年 10 月 1 日からリクルートを開始し、毎月

10 名を上限として先着で導入基準に合致す

る新規入院患者に研究の説明を実施し、同意

を得る。下記に、具体的な研究参加者の選択

基準と除外基準を記す。 

 

1) 導入基準 

(i) リクルート期間中（2018 年 10 月 1 日～

2019 年 9 月 30 日：12 ヵ月間を予定）

に ICD-10 における精神科の主診断をも

ち、急性期の精神科治療を目的として入

院する者 

(ii) i)かつ各医療機関の救急病棟や急性期病

棟に入院する者 

 

2) 除外基準： 

(i) てんかんが主診断の者 

(ii) 20 歳未満、60 歳以上の者 

(iii) 特定の治療や検査入院（例：mECT 目的

入院、計画的レスパイト入院、鑑定入院）

で入院した者 

(iv) 入院中に長期の転院があらかじめ予想

される者（例：身体疾患の治療目的で入

院した者） 

(v) 退院後に入院した機関あるいは連携医

療機関で外来治療をうけないと予想さ

れる者 

 

2. 研究方法 

1) 基本デザイン 

本研究の研究デザインは、前向きのコホー

トあるいは縦断研究である。各研究実施機関

において 2018年 10月 1日から対象患者を選

定し、基準に合致する患者には、研究の説明

および同意取得を実施する。各研究実施機関

では各月 10 名を上限として、同意取得を目

指す。また、同意取得を得た参加者からは、

入院時、退院時、退院後 6 ヵ月時点、退院後
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12 ヵ月時点に 2018 年 10 月 1 日以降に通常

診療で得られるデータおよび自記式尺度に

関するデータを得る（図 1）。 

 

2) 観察・検査・調査・報告項目 

本研究は 4 回の調査を実施するが、それぞ

れの調査時点で用いる指標あるいはエンド

ポイント（アウトカムおよび曝露）を表 2 に

まとめる。参加者自身が回答する自記式アン

ケート以外は、医療機関のスタッフが調査票

に記入する。また、退院後 6 ヵ月時点および

12 ヵ月時点での調査で当該医療機関とつな

がりがなくなった参加者には、病院スタッフ

が参加者に連絡をし、情報を収集する。既存

尺度を含め、調査票の記入方法については、

2018 年 8 月 26 日に各機関の担当者に研修を

行った。なお、コストに関する調査票は全参

加機関でなく、2 機関のみで実施する。調査

票やアンケートは本申請の提出の際に同時

に提出する 

 

(i) 患者背景の確認 

患者の背景情報の確認は、基本的な属性

情報（例：性別・年齢）とシステマティ

ックレビューで再入院と関係が指摘さ

れている内容や複合指標 READMIT の

内容を含む 11-14)。 

(ii) 入院状況および社会的接触・就労・症状、

機能、問題行動、処方状況 

（再）入院の有無や社会的接触・就労の

状 況 や 症 状 に つ い て は 、

Strauss-Carpenter の転帰基準調査票を

基にした簡便な項目で情報を収集する

4,5)。また、機能は他者評価尺度である

日 本 語 版 Personal and Social 

Performance Scale（PSP：個人的・社

会的機能遂行度尺度）を用いる 27,28)。問

題 行 動 に つ い て は 、 Short-Term 

Assessment of Risk and Treatability

（START）日本語版を参考にした項目を

用いて評価する 29,30)。処方状況について、

持続性注射剤（Long Acting Injection: 

LAI）やクロザピンなど特定の薬剤の使

用の有無については、担当者が記載する。

その他の薬剤については、担当者が各調

査時点での処方箋データのコピーを添

付する。 

(iii) アンケート 

参加者が自身で記載するアンケートは、

生活の質を測る Euro-QOL 5D-L31)と主

体性と主観的障害度を測る尺度 32,33)を

用いる。また、入院満足度および主観的

家族関係（退院時のみ）と外来満足度と

主観的家族関係（退院後 6 ヵ月後経過時

のみ）について、当事者と共同で作成し

た項目を用いて参加者に尋ねる。入院満

足度および主観的家族関係、外来満足度

および主観的家族関係のアンケートは、

回答を当該医療機関のスタッフには見

られないように、封筒も一緒に配布し、

厳封のうえ郵送等で回収する。 

(iv) 入院中の治療状況 

国内において、再入院に潜在的な関連が

指摘されている入院中の治療や支援

（例：ケースマネジメントの有無や開始

時期、個別のリハビリテーションプログ

ラム）などの研究を参考に、入院治療の

治療状況を調べる 34-36)。また、調査項目

には、複合指標 READMIT の内容や持

続性注射剤（Long Acting Injection: 

LAI）・クロザピンなど特定の薬剤の使用

の有無が含まれる 14)。 

(v) 退院後の支援状況 

退院後の地域生活における支援状況に

関する調査票は、主に外来診察や国内の

地域医療サービス、地域福祉サービスな

どの利用状況で構成される。また、調査

項目には、オンライン診療の有無や持続

性 注 射 剤 （ Long Acting Injection: 

LAI）・クロザピンなど特定の薬剤の使用
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の有無が含まれる。 

(vi) サービス利用状況（コストデータ） 

医療サービス、地域福祉サービス等の利

用状況は、日本版クライエント・サービ

ス 受 給 票 （ CSRI-J: Client service 

receipt inventory - Japanese version）

を用いて情報を得る 37)。CSRI-J で得た

情報は、先行研究をもとに該当するサー

ビスの診療報酬単価、総合支援法の福祉

サービス報酬単価、職員の平均給与等か

ら、金銭換算をする 38,39)。なお、CSRI-J

の対象機関は 3 機関（木村病院、岡山県

精神科医療センター）である。なお、各

機関における入院中の医療費等につい

てはレセプトデータから入手する。 

(vii) 医療機関情報 

医療機関の情報については、研究前に各

医療機関の病床数や病床稼働率、スタッ

フ数などにについて調査をする。各機関

の調査担当者が、研究開始前に調査票に

回答する。 

(viii) 地域資源状況 

地域福祉サービス資源状況については、

参加者の 12 ヵ月調査の終了時に地域精

神医療データベース（ReMHRAD, URL: 

https://remhrad.ncnp.go.jp/）を利用し

て、参加医療機関の 1 次医療圏内および

2 次医療圏内の地域事業所数などの情報

を得る。 

(ix) データ収集状況（有害事象を含む） 

本研究は観察研究であり、通常の臨床行

為のほかに新しい治療はないことから、

有害事象はないと予想される。ただし、

研究からのドロップアウトや医療中断

などの報告は、調査票等の回収状況を記

載するモニタリングシートを用いて把

握する。 

 

3) 分析計画 

本研究の第 1 目的について、過去の研究を

もとに、退院時の QOL の状態が、再入院の

有無（主要評価項目）を予測するのかについ

て、Mixed effects logistic regression を用い

て分析する。 

 

E. 期待される成果 

本研究の意義は主に 2 点ある。国際的な新

規性という観点では、早期退院患者における

主観的指標と再入院の関連を検証すること

にある。地域生活の継続性と主観的な指標の

推移の関連が明らかになれば、機能や症状だ

けではなく、患者の内面に焦点を当てたケア

の重要性が指摘できるかもしれない。また、

行政的な観点では、治療や支援の在り方（薬

剤処方を含む）、個人や地域特性と再入院の

関連を検証することで、適切な治療の在り方

や適応、地域の特徴に合わせた入院治療や地

域ケアの在り方や精神科医療システムの開

発を提案できる可能性がある。 

 

F. 本年度の進捗状況 

各研究分担者が、それぞれの専門性からア

ウトカム尺度等を選定あるいは開発等を行

い、プロトコルを完成させた。本研究は、プ

ロジェクト名を「早期に退院する精神障害者

における再入院と地域定着に影響する要因

に関する縦断研究（Early discharge and 

Prognostic community Outcomes for 

Psychiatric inpatients in Japan: A 

longitudinal study [ePOP-J study]）」とし、

専 用 ホ ー ム ぺ ー ジ を 設 け た

（ https://e-pop.jp/ ）。 プ ロ ト コ ル は

UMIN-CTR に 登 録 さ れ て い る （ no. 

UMIN000034220）。また、千葉大学医学部

倫理委員会からの承認を得ている（no. 3154）。

各研究分担者の下記にまとめるが、詳細は分

担報告書を参照されたい。 

現在のリクルート状況について、400 名を

超える参加者が本研究に登録されている（3

月 22 日現在）。また、2019 年 1 月末までの
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データ（約 250 名）では、参加者の約 40%が

男性であり、平均年齢は 42 歳（SD = 11.1）

であった。また、約 60%が統合失調症の診断

であり、同じく約 60%が医療保護入院での入

院であった。 

 

1. 客観的アウトカムの評価（稲垣班） 

客観的アウトカムの指標については、こ

れまでわが国で頻繁に使われていた

Global Assessment of Functioning 

(GAF)にかわって PSP などを選定した。

ま た 、 複 合 指 標 READMIT や

Strauss-Carpenter の転帰基準調査票の

項目を利用して、幅広い項目を作成した。

分担班では入院時における PSP と QOL

の関連も調べている。 

 

2. 主観的経験/アウトカムの評価（渡邉班） 

主観的アウトカムの選定には簡便性と

疾患横断的に利用できることを考慮して

選定された。また、当事者と一緒にサー

ビス満足度や主観的家族関係に関する尺

度を開発した。 

 

3. 問題行動の評価（菊池班） 

司法精神医学の領域で開発された尺度

を元に、「身体暴力」「自傷」「自殺」「物

質乱用」「セルフネグレクト」「多飲水・

水中毒」「アドヒアランス問題」「迷惑行

動」についての項目を設けた。確定項目

につき、「既往」「入院後 6 ヶ月のリスク

（臨床判断）」「入院期間中の該当問題行

動の有無」「退院後 6 ヶ月間のリスク（臨

床判断）」、「退院後 1 年間の該当問題行動

の有無」と「退院後調査時点から 6 ヶ月

間のリスク（臨床判断）」と求めることと

した。 

 

4. 薬剤の評価（來住班） 

薬剤評価に関しては、薬剤処方データ

およびLAIやクロザピンの処方について

把握することとした。 

 

5. 好事例分析（藤井班） 

好事例分析に関して、本年度は参加機

関の属性を分析し、事例分析の対象とす

る機関の基準を考察した。また、インタ

ビューガイドを作成した。 

 

G．結論 

これまでのところ、研究はほぼ計画通り進

行しており、各機関で参加者のリクルートお

よび入院時調査と退院時調査が実施されて

いる。来年度は、引き続きデータの収集を行

う予定である。また、好事例分析サイトにつ

いて、聞き取り調査を実施する予定である。 
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図 1 調査のスケジュールのフロー 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 
入院中の精神障害者の円滑な早期の地域移行及び地域定着に資する研究：コホート研究 

 

客観的アウトカム評価： 

精神科患者の入院時健康関連 QOL と社会機能に関する予備的検討 
 

研究分担者：稲垣 中（青山学院大学教育人間科学部／同保健管理センター） 

 

要旨 

【目的】精神障害者の社会機能と健康関連 quality of life（以下，QOL）に関する入院時データ

について検討する。【方法】現在進行中の前向きコホート研究『早期に退院する精神障害者にお

ける再入院と地域定着に影響する要因に関する縦断研究』において収集された入院時データに

基づき，入院時の Personal and Social Performance Scale（個人的・社会的機能遂行度尺度; 以

下，PSP），および EQ-5D-5L の評点と背景因子との関連について検討した。【結果】解析対象

は 212 人で，性別は男性が 84 人，女性が 127 人，平均年齢は 41.8 歳であった。ICD-10 主診

断は統合失調症圏が 134 人と最も多く，この他に気分障害と神経症性障害が 5%以上を占めてい

た。入院時に救急病棟を使用した者は 176 人，急性期病棟を使用した者は 36 人であった。入院

形態は医療保護入院が 131 人，任意入院が 69 人，措置入院が 7 人，緊急措置入院が 3 人，応急

入院が 2 人であった。過去に入院歴があった者は 160 人であった。入院時の平均 PSP 総得点は

47.1 点，平均 QOL 値は 0.6999 であった。対象患者を男性と女性に分けて PSP 総得点と QOL

値を比較したところ，女性は QOL 値が有意に低かった。また，任意入院患者，応急入院を含め

た医療保護入院患者，緊急措置入院を含めた措置入院患者の３群に分けて比較したところ，PSP

総得点に関しては任意入院群が最も高く，措置入院群が最も低かったが，QOL 値に関しては逆

に任意入院群が最も低く，措置入院群が最も高かった。PSP 総得点と QOL 値の間に有意な相

関関係は認められなかった。【考察】臨床的常識からは PSP 総得点と QOL 値の間には相関があ

り，医療保護入院患者や措置入院患者は任意入院者より社会機能，健康関連 QOL がともに低い

と推測されるが，今回の解析では PSP 総得点と QOL 値の間に有意な相関関係は見出されず，

PSP 総得点に関しては任意入院患者の評点が最も高く，措置入院患者が最も低かったのに対し，

QOL 値に関しては措置入院患者が最も高く，任意入院患者が最も低いという結果が得られた。

わが国における EQ-5D-5L の使用頻度は高いので，EQ-5D-5L から算出された QOL 値が臨床的

常識に合致しない動きを示すことは問題であり，さらなる検討を要するものと考えられた。 

A.研究の背景と目的 

厚生労働省により発表された統計によると

2016 年のわが国の国民医療費は 42 兆 1,381

億円で，同年の国内総生産（539 兆 2543 億円）

の 7.8%に相当するとされている 1)。国民医療

費が国内総生産の中に占める割合は戦後一貫

して増加傾向にあるので，わが国の政府は医

療費を抑制するべく，様々な試みを行ってき

たが，近年になって新規医療技術の価格を決

定する際に費用対効果という考え方を導入す

る施策が打ち出された。 

医療技術の費用対効果を検討するに際して

は，死亡に相当する状態を「0」，完全に健康

な状態を「1」として，健康関連 quality of life

（以下，QOL）を一次元的に表示する「QOL

値」と生存年の積である「質調整生存年

（quality-adjusted life year: QALY）」をアウ

トカムの指標とすることが一般的であるが 2, 

3)，現在のわが国には精神障害患者の QOL 値

に関する臨床現場における実測データが十分
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に存在しない。 

そこで，本稿では現在進行中である『早期

に退院する精神障害者における再入院と地域

定着に影響する要因に関する縦断研究（Early 

discharge and Prognostic community 

Outcomes for Psychiatric inpatients in 

Japan (ePOP-J): a longitudinal study）』で収

集されたデータを用いて，精神障害患者の入

院時 QOL 値に関する中間解析を行った。 

 

B.方法 

ePOP-J4)は精神科救急病棟，あるいは精神

科急性期病棟に入院し，かつ 1 年以内に退院

した入院患者を対象とする，入院時から退院

12 ヶ月後に至るまでの前向きコホート研究

である。ePOP-J の詳細についてはこの報告

書内の別論文を参照されたい。 

ePOP-Jの主要評価項目は退院から 12ヶ月

以内の再入院や健康関連 QOL であるが，こ

の他にも投与されている薬剤，入院中の薬剤

以外の支援の内容，退院後の支援の状況，コ

ストなどといったさまざまなデータを収集す

るデザインが採用されている。本稿では平成

31 年 2 月 1 日までに ePOP-J に登録された患

者の入院時データから，①年齢，②性別，③

精神科主診断，④管理が必要な身体疾患（以

下，合併症），⑤身長，⑥体重，⑦入院時の入

院病棟（救急病棟，急性期病棟），⑧入院時の

入院形態（任意入院，医療保護入院，措置入

院，緊急措置入院，応急入院），⑨過去の精神

科 入 院 回 数 ， ⑩ Personal and Social 

Performance Scale（個人的・社会的機能遂行

度尺度; 以下，PSP）5, 6)，⑪EQ-5D-5L7)に関

するデータを抽出して，入院時の社会機能と

健康関連 QOL と，背景因子との関連につい

て検討した。 

解析に際しては対象患者の背景因子，およ

び入院時のPSP評点とEQ-5D-5Lの評点の単

純集計，およびクロス集計を行った上で，PSP

総得点と QOL 値の相関についても検討した。

連続変数の２群間の比較を行う場合には

Wilcoxon の順位和検定を，同じく，３群以上

の群間比較を行う場合には Steel-Dwass 検定

を行った。 

 

C.結果 

平成 31 年 2 月 1 日の時点で 249 人の新規

入院患者が登録され，このうち 234 人の

EQ-5D-5L に関するデータが回収済みであっ

た。これらの 234 人のうち，PSP に関するデ

ータが未回収の者が 20 人，PSP データは存

在したものの，PSP 総得点に関するデータに

明らかな誤記が見られた者が 2 名存在した。 

本稿ではEQ-5D-5LとPSPに関する完全な

データが回収されていた 212 人を解析対象と

した。 

 

1) 背景因子（表１） 

対象患者の性別は男性が 84 人（39.8%），

女性が 127 人（60.2%），平均年齢（標準偏差）

は 41.8（11.1）歳，年齢の中央値（最小～最

大）は 43（21～79）歳であった。 

ICD-10 に基づく主診断は統合失調症圏

（F2）が 134 人（63.2%）と最も多く，この

他に気分障害（F3）と神経症性障害（F4）が

5%以上を占めていた。 

入院時に救急病棟を使用した者は 176 人

（83.0%），急性期病棟を使用した者は 36 人

（17.0%）であった。 

入院形態に関しては，医療保護入院が 131

人（61.8%），任意入院が 69 人（32.5%），措

置入院が 7 人（3.3%），緊急措置入院が 3 人

（1.4%），応急入院が 2 人（0.9%）であった。

過去に入院歴があった者は 160 人（75.5%）

で，このうち 74 人は 5 回以上の頻回入院者で

あった。 

平均 BMI（標準偏差）は 24.1（5.6）kg/m3，

BMI の中央値（最小～最大）は 23.5（10.1～

49.2）であった。 

合併症を有する者は 36 人（17.0%）で，そ

の内訳は循環器・心疾患が 13 人，糖尿病が

13 人，慢性肺・呼吸器疾患が 4 人，麻痺が 3



- 15 - 

人，肝疾患が 2 人で，この他に脳血管疾患，

末梢血管疾患，腎疾患，消化器潰瘍性疾患，

膠原病，原発性悪性腫瘍，転移性悪性腫瘍が

それぞれ 1 人ずつであった（重複あり）。喫煙

者は 28 人であった。 

 

2) PSP（図１，図２） 

PSP を構成する 4 項目の平均点（標準偏差）

は，「セルフケア」が 2.4（1.4）点，社会的に

有用な活動」が 3.3（1.3）点，「個人的・社会

的関係」が 3.4（1.2）点，「不穏な・攻撃的な

行動」が 2.6（1.4）点であった。平均 PSP 総

得点（標準偏差）は 47.1（18.2）点，中央値

（最小～最大）は 46.5（5～85）点であった。 

 

3) EQ-5D-5L（図３，図４） 

EQ-5D-5L を構成する 5 項目の平均点（標

準偏差）は「移動の程度」が 1.52（0.96）点，

「身の回りの管理」が 1.43（0.91）点，「普段

の活動」が 2.31（1.29）点，「痛み／不快感」

が 2.12（1.17）点，「不安／ふさぎ込み」が

2.54（1.26）点であった。平均 QOL 値（標準

偏差）は 0.6999（0.2085），中央値（最小～

最大）は 0.723（-0.254～1.000）であった。

また EQ-5D-5L に付随する visual analogue 

scale（以下，VAS）の平均点（標準偏差）は

56.0（24.8）点，中央値（最小～最大）は 56.5

（0～100）であった。 

 

4) 性別と PSP 総得点，QOL 値（表２） 

対象患者を男性と女性に分けて PSP 総得

点と QOL 値を比較したところ，PSP 総得点

に関しては男女間に有意な差はなかったが，

QOL 値については男性は女性より有意に低

かった（p=0.036）。 

 

5) 診断と PSP 総得点，QOL 値（表３） 

対象患者を統合失調症圏患者，気分障害患

者，その他の患者の３群に分けて PSP 総得点

と QOL 値を比較したところ，統合失調症圏

患者はその他の患者よりも PSP 総得点が低

い傾向（p=0.0939, Steel-Dwass 検定）が見

られたことを除き，各群間に統計学的に有意

な差は見いだされなかった。 

 

6) 入院形態と PSP 総得点，QOL 値（表４） 

 対象患者を任意入院患者，応急入院を含む

医療保護入院患者，緊急措置入院を含む措置

入院患者の３群に分けて PSP 総得点と QOL

値を比較したところ，PSP 総得点に関しては

任意入院群が最も高く，措置入院群が最も低

く，かつ，任意入院群と医療保護入院群，任

意入院群と措置入院群の間に有意差が見られ

た（p=0.0012，p=0.0265; Steel-Dwass 検定）。

一方，QOL 値に関しては，任意入院群が最も

低く，措置入院群が最も高く，任意入院群と

医療保護入院群の間に有意差が見られた

（p=0.0384, 同）。 

 

7) 入院歴と PSP 総得点，QOL 値 

対象患者を精神科入院歴がない患者，精神

科入院歴が１～２回の患者，精神科入院歴が

３回以上の患者の３群に分けて PSP 総得点

と QOL 値を比較したところ，PSP 総得点，

QOL 値とも各群間に有意な差は見られなか

った（Steel-Dwass 検定，表５）。 

同様に，対象患者を，過去 1 年以内に精神

科入院歴がない患者，精神科入院歴がある患

者の２群に分けて比較しても，両群間に有意

な差は見られなかった（U-検定，表６）。 

 

8) 合併症と PSP 総得点，QOL 値（表７） 

対象患者を合併症を有する患者と有さない

患者に分けて PSP 総得点と QOL 値を比較し

たところ，両群間に有意な差は見られなかっ

た（U-検定）。 

 

9) PSP 総得点と QOL 値の相関関係（図５） 

PSP 総得点と QOL 値の相関関係について

検証したところ，Spearman の順位相関係数

（ρ）は 0.034 で，統計学的に有意な相関関係

は認められなかった。 
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D.考察 

従来の精神科領域の前向きコホート研究で

は Positive And Negative Syndrome Scale

（PANSS）や Brief Psychiatric Rating Scale

（BPRS）などといった精神病理学的症状評

価尺度を治療転帰の指標とするのが一般的で，

これらの評価尺度を用いない研究は質が低い

と考えられがちであった。しかしながら，精

神障害の治療の本来の目的は患者が社会で心

身両面において健康的な生活を送ることにあ

り，これらと幻覚や妄想をはじめとする各症

状が改善することとは必ずしも一致しない。

すなわち，PANSS や BPRS などの精神病理

学的症状評価尺度は代理エンドポイントに過

ぎず，真のエンドポイントは社会機能の改善

や生存年の延長，あるいは健康関連 QOL の

改善でなければならないはずである。 

ePOP-J はこのような問題意識に基づいて，

社会機能の評価尺度である PSP と健康関連

QOL の評価尺度である EQ-5D-5L を主要評

価項目に含めた前向きコホート研究である。 

PSP は精神障害者の社会機能を評価する

尺度であり，「セルフケア」，「社会的に有用な

活動」，「個人的・社会的関係」，「不穏な・攻撃

的な行動」の４つの下位項目より成るプロファ

イル型評価尺度としてのパートと，Global 

Assessment of Functioning8)のように 1 点

（最低レベル）から100点（最高レベル）の範囲

で社会機能包括的に評価されるインデックス

型評価尺度である「PSP 総得点」のパートから

構成されている。PSP の４つの下位項目はそ

れぞれマニュアルのアンカーポイントにしたが

って，医療従事者により 1 点（症状なし），2 点

（軽度），3 点（明らか），4 点（顕著），5 点（重

度），6 点（最重度）の６段階評価がなされ，や

はり，マニュアルに記載されているアンカーポ

イントに基づいて４つの下位項目の評点から

操作的に PSP 総得点が決定されるようになっ

ている。 

一方，EQ-5D-5L は精神障害者に限定され

ない全ての人間を評価対象とする健康関連

QOL に関する評価尺度であるが，「移動の程

度」，「身の回りの管理」，「普段の活動」，「痛

み／不快感」，「不安／ふさぎ込み」の５項目

から成るプロファイル型評価尺度としてのパー

トと，死亡に相当する状態を示す「0」と完全に

健康な状態に相当する状態を示す「1」の間で

健康関連 QOL が一次元的に評価されるイン

デックス型評価尺度である「QOL 値」のパー

トから構成されている。EQ-5D-5L の５項目

は患者自身によって，それぞれ，1 点（症状

なし），2 点（少し），3 点（中程度），4 点

（かなり），5 点（できない，あるいは極度）

の 5 段階で評価された上で，タリフと呼ばれ

る換算表に基づいて，各項目の評点から操作

的に QOL 値に変換されるようになっている。 

厳密に言えば，PSP と EQ-5D-5L はそれぞ

れ異なった概念に基づいて作成されたもので

あるが，社会機能の高い患者は一般に健康関

連 QOL も高いと考えられるので，PSP 総得

点と QOL 値の間には強い相関があると推測

できる。そこで，今回の中間解析では PSP 総

得点と QOL 値の相関関係についても検討を

行ったが，これら２つの間に有意な相関関係

は見出されなかった。 

加えて，今回の中間解析では PSP 総得点に

関しては，任意入院患者の評点が最も高く，

措置入院患者が最も低かったが，QOL 値に関

しては措置入院患者が最も高く，任意入院患

者が最も低いという結果が得られた。臨床的

常識からは，医療保護入院患者や措置入院患

者は任意入院患者より社会機能，健康関連

QOL が低いと予想できるが，PSP 総得点に関

しては予測通りの結果が得られたものの，

QOL 値に関しては予想と反対の結果が得ら

れたことになる。 

近年になって，わが国でも新規医療技術の

価格を決定する際に費用対効果について検討

するという施策が打ち出されたことは本稿の

冒頭でも述べたが，医療技術の費用対効果を

検討する際には QOL 値を正しく測定する必

要がある。現時点において最も汎用されてい
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る健康関連 QOL の評価尺度は EQ-5D-5L で

あ る が ， 精 神 科 の 臨 床 現 場 に お い て

EQ-5D-5L から算出された QOL 値が臨床的

常識に合致しない動きを示すことは極めて大

きな問題ではないかと思われる。 

今回の中間報告はサンプルサイズが小さい

上に，PSP に関するデータが不完全であった

患者データを解析から除外したことや，そも

そも ePOP-J が精神科救急病棟や精神科急性

期病棟に入院した患者の入院時データのみを

対象としていることがバイアスを生んだ可能

性も否定できない。したがって，この問題に

ついては今後も検討を続けてゆく必要がある

であろう。 
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表１ 背景因子 

男性／女性，人（%） 84（39.8%）／127（60.2%）* 

年齢（歳）   

 平均（標準偏差） 41.8 （11.1） 

 中央値（最小～最大） 43 （21～79） 

ICD-10 精神科主診断，人（%）   

 統合失調症圏（F2） 134  （63.2%） 

 気分障害（F3） 30 （14.2%） 

 不安障害（F4） 18 （8.5%） 

 アルコール・薬物関連障害（F1） 8 （3.8%） 

 生理的障害・身体的要因に関連した行動症候群（F5） 7 （3.3%） 

 パーソナリティ障害（F6） 5 （2.4%） 

 発達障害（F8） 5 （2.4%） 

 器質性精神障害（F0） 2 （0.9%） 

 精神発達遅滞（F7） 2 （0.9%） 

 行動・情緒障害圏（F9） 1 （0.4%） 

身体合併症，人（%） 36 （17.0%） 

 循環器・心疾患 13 （6.1%） 

 糖尿病 13 （6.1%） 

 慢性肺・呼吸器疾患 4 （1.9%） 

 麻痺 3 （1.4%） 

 肝疾患 2 （0.9%） 

 脳血管疾患 1 （0.4%） 

 末梢血管疾患 1 （0.4%） 

 腎疾患 1 （0.4%） 

 消化器潰瘍性疾患 1 （0.4%） 

 膠原病 1 （0.4%） 

 原発性悪性腫瘍 1 （0.4%） 

 転移性悪性腫瘍 1 （0.4%） 

喫煙者，人（%） 28 （13.2%） 

入院時病棟，人（%）   

 救急病棟 176 （83.0%） 



- 20 - 

 急性期病棟 36 （17.0%） 

入院形態，人（%）   

 任意入院 69 （32.5%） 

 医療保護入院 131 （61.8%） 

 措置入院 7 （3.3%） 

 緊急措置入院 3 （1.4%） 

 応急入院 2 （0.9%） 

精神科入院歴，人（%）   

 なし 52 （24.5%） 

 1 回 35 （16.5%） 

 2 回 24 （11.3%） 

 3 回 13 （6.1%） 

 4 回 14 （6.6%） 

 5 回以上 74 （34.9%） 

過去１年間の精神科入院歴，人（%）**   

 なし 133 （63.6%） 

 1 回 50 （23.9%） 

 2 回 20 （9.6%） 

 3 回 6 （2.9%） 

Body Mass Index (kg/m2)   

 平均（標準偏差） 24.1 （5.6） 

 中央値（最小～最大） 23.5 （10.1～49.2） 

*: データ欠損者が 1 人あり，*: データ欠損者が 3 人あり  
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図１ PSP 症状プロフィール 

 

 

 

 

 
図２ PSP 総得点の分布 
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図３ EQ-5D 症状プロフィール 

 

 

 

 

 

図４ QOL 値の分布  
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表２ 性別と QOL 値，PSP 総得点 

性別 患者数 QOL 値 PSP 総得点 

男性 84 0.7466±0.2026* 47.3±20.0 

女性 127 0.6700±0.2081* 46.8±17.0 

*: p=0.0036（U-検定） 

 

 

 

表３ 精神科主診断と QOL 値，PSP 総得点 

精神科主診断 患者数 QOL 値 PSP 総得点 

統合失調症圏（F2） 134 0.6830±0.2046 45.0±16.6* 

気分障害（F3） 30 0.7414±0.1880 51.9±18.6 

その他 48 0.7212±0.2292 49.8±21.4* 

*: p=0.0939（Steel-Dwass 検定） 

 

 

 

表４ 入院形態と QOL 値，PSP 総得点 

入院形態 患者数 QOL 値 PSP 総得点 

任意入院 69 0.6551±0.2117*3 55.3±16.8*4, *5 

医療保護入院*1 133 0.7185±0.2063*3 44.6±17.9*4 

措置入院*2 10 0.7607±0.1798 37.0±19.5*5 

*1: 応急入院含む，*2: 緊急措置入院含む，*3: p=0.0384（Steel-Dwass 検定） 

*4: p=0.0012（Steel-Dwass 検定），*5: p=0.0265（Steel-Dwass 検定） 

 

 

 

表５ 精神科入院歴と QOL 値，PSP 総得点 

入院歴 患者数 QOL 値 PSP 総得点 

なし 52 0.6858±0.1983 47.4±18.7 

１～２回 59 0.7197±0.2325 49.3±18.5 

３回以上 101 0.6956±0.2000 45.6±17.7 

 



- 24 - 

表６ 過去１年以内の精神科入院歴と QOL 値，PSP 総得点 

過去１年以内の入院歴 患者数 QOL 値 PSP 総得点 

なし 133 0.7120±0.2045 46.3±18.9 

あり 76 0.6844±0.2114 48.0±16.9 

 

 

 

 

 

表７ 合併症と QOL 値，PSP 総得点 

合併症 患者数 QOL 値 PSP 総得点 

なし 176 0.7061±0.2047 46.7±18.1 

あり 36 0.6694±0.2268 49.1±18.8 

 

 

 

 

図５ PSP 総得点と
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 
入院中の精神障害者の円滑な早期の地域移行及び地域定着に資する研究：コホート研究 

主観的アウトカム評価：評価尺度の選定と開発 

 

研究分担者：渡邉博幸（千葉大学社会精神保健教育研究センター 治療・社会復帰支援研究部門） 

 

要旨 

近年の臨床研究では、患者の主観的報告を曝露やアウトカムとして用いることが推奨されて

いる。今年度の本分担班の目的は、縦断研究で用いる患者自記式尺度を選定および開発するこ

とであった。生活の質（Quality of life: QOL）に関する尺度を含め、研究で用いる尺度を決め

るためのワーキング・グループを設けた。また、サービス満足度や主観的な家族関係に関する

質問項目の開発のために、当事者を含めたワーキング・グループを設けた。ワーキング・グル

ープの結果、日本語版 EQ-5D-5L、Sheehan Disability Scale と開発中の主体性に関する尺度を

選定した。また、入院治療および外来治療に関する満足度については、それぞれ 8 項目を作成

した。また、主観的家族関係については 4 項目を開発した。 

A.研究の背景と目的 

過去 20 年間の精神科医療や地域精神保健

サービスの国際的な発展の過程において、患

者運動から生まれたパーソナル・リカバリー

（希望する人生に到達するプロセス）の概念

は、治療や支援のキーワードとなってきた。

この国際的な文脈を背景として、近年では研

究においても患者の主観的評価尺度を曝露や

アウトカムとして用いることが推奨されてい

る 1)。他方、患者自記式尺度が不足している

わけではなく、これまでに多くの尺度が開発

されてきた。例えば、本研究における主要曝

露あるいは副次アウトカム項目となる生活の

質（Quality of life: QOL）については、少な

くとも 10 以上の尺度が開発されている 2)。よ

って、研究を実施する際には、妥当性や信頼

性を検証された尺度を選別し、調査目的や実

現可能性と合致するものを選定する必要があ

る。また、入院治療や外来治療に関するサー

ビス満足度や家族との関係性などは再入院と

の関連の可能性が指摘される変数であり 3,4,5)、

本研究においても、測定する。しかしながら、

頻繁に用いられるサービス満足度尺度（例：

日本語版 Client Satisfaction Questionnaire）

6)などは開発された時期が古く、質問内容が必

ずしも現代の精神科治療における満足度を測

れていない可能性がある。よって、本分担班

の目的は、縦断研究で用いる患者自記式尺度

を選定することおよび開発することであった。 

 

B.方法 

研究で用いる尺度を決めるために、精神保

健に関する研究を実施してきた者と精神科医

療を利用した経験のある者で構成されるワー

キング・グループを設けた。尺度の選定の際

には、実現可能性の観点から簡便性を特に重

要視した。また、サービス満足度や主観的な

家族関係に関する質問項目の開発は、入院経

験のある当事者 6 名とワーキング・グループ

を設け、尺度項目を作成した。 

 

C.結果 

ワーキングループの結果、患者自記式の

QOL の尺度として日本語版 EQ-5D-5L（5 項

目）を選定した 7)。また、主観的な障害度と

主体的な生活を測るために、 Sheehan 

Disability Scale（3 項目）と開発中の主体性

に関する尺度を選定した 8,9)。3 つの尺度は簡

便であり、日本での妥当性や信頼性が検証さ

れた尺度であった。 

入院治療および外来治療に関する満足度に

ついては、それぞれ 8 項目を作成した。また、
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主観的家族関係については 4 項目を開発した

（表 1-3）。 

 

D.考察 

本分担班は、研究で用いる患者自記式尺度

を選定した。また、サービス満足度や主観的

な家族関係に関しては、質問項目を当事者と

一緒に開発した。 

本研究において、主要曝露あるいは副次ア

ウトカム項目となる生活の質について、日本

語版 EQ-5D-5L を用いることにした理由は、

簡便性や様々な疾患で利用可能な疾患横断性、

コスト評価で利用できることなどがあげられ

る。他方、日本語版 EQ-5D-5L は、特に重い

精神障害を持つ人の尺度としては限界も指摘

されている。具体的には、質問内容が身体疾

患・障害に関するものであり、精神疾患・障

害の特性による生活障害を含んでいない懸念

も示されている 10,11) 。他方、 Sheehan 

Disability Scale は、生活に関する障害度を測

定する尺度である。また、主体性に関する尺

度は、当事者を対象とした地域生活における

主体性についてのフォーカスグループから項

目が開発された尺度である。その妥当性は

assertive community treatment（ACT）サン

プルで検証されており、重い精神障害を持っ

た当事者でも利用できることを実証している。

すなわち、Sheehan Disability Scale および

主体性に関する尺度は、日本語版 EQ-5D-5L

の限界を補完する尺度となっている。 

サービス満足度や主観的な家族関係につい

ては、項目作成に参加した当事者の意見を反

映する形で開発された。サービス満足度につ

いては、単純なスタッフとの関係性や強制治

療の有無というよりは、ホスピタリティやア

メニティの関する項目が含まれる内容となっ

た。主観的な家族関係についての項目も家族

との関係性を直接聞くというよりも、居場所

としての安心感や疾患の理解、経済的な援助、

心理的な距離についての内容で構成された。

これらの項目は当事者による協力なしには作

成することは難しく、当事者のリアルな声が

反映された項目といえるであろう。 

 

E.健康危険情報 

なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

1) 渡邉博幸：統合失調症の予後と転帰は改

善 し て い る の か ?. 精 神 科 治 療 学 

33(1):87-93, 2018. 

2) 渡邉博幸：就労(定着)支援を踏まえた統合

失調症薬物治療．臨床精神薬理 21(10): 

1363-1370, 2018 

3) 渡邉博幸：多職種チームを活性化するに

はどうしたら良いでしょうか？．精神科

治療学 33（増刊号）: 312−313，2018 

4) 渡邉博幸：統合失調症患者における抗精

神病薬変更のコツ．臨床精神医学 47（増

刊号）: 89-95 2018 

2.学会発表 

1) 渡邉博幸: 就労（定着）支援を踏まえた統

合失調症の包括的治療. 第 23 回 日本デ

イケア学会, 千葉大会, 浦安, 2018.10.14. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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表 1 入院治療に関する満足度についての項目 

 

今回の入院に関して、あなたの満足度に関する感想を教えてください。 

1 あなたにとって大切な人が、同じ治療が必要になったときに、あなたはこの病院の
治療をお勧めしますか？ 

□ 勧める 
□ どちらかというと勧める 
□ どちらかというと勧めない 
□ 勧めない 

今回の入院に関して、以下の項目について全体的な満足度を教えてください 

2 医師の対応（例：気遣いや気配り、配慮など） 
□ 満足 
□ どちらかというと満足 
□ どちらかというと不満足 
□ 不満足 

3 医師による治療（例：診察や処方内容など） 
□ 満足 
□ どちらかというと満足 
□ どちらかというと不満足 
□ 不満足 

4 
医師以外のスタッフの対応（例：気遣いや気配り、配慮など） 
 
*医師以外のスタッフ = 看護師、作業療法士、精神保健福祉士、心理師など 

□ 満足 
□ どちらかというと満足 
□ どちらかというと不満足 
□ 不満足 

5 
医師以外のスタッフによる治療（例：面談やプログラム内容など） 
 
*医師以外のスタッフ = 看護師、作業療法士、精神保健福祉士、心理師など 

□ 満足 
□ どちらかというと満足 
□ どちらかというと不満足 
□ 不満足 

6 施設と設備（例：お部屋、ベッド、トイレ、お風呂、電話、テレビ、自動販売
機、掲示物など） 

□ 満足 
□ どちらかというと満足 
□ どちらかというと不満足 
□ 不満足 

 

7 今回の入院について、あなたは必要だったと思いますか？ 
□ 思う 
□ どちらかというと思う 
□ どちらかというと思わない 
□ 思わない 

8 今後の外来通院について、あなたは必要だと思いますか？ 
□ 思う 
□ どちらかというと思う 
□ どちらかというと思わない 
□ 思わない 

 

  



- 29 - 

 

表 2 外来治療に関する満足度についての項目 
 

現在利用している外来通院に関して、あなたの満足度に関する感想を教えてください。 

1 あなたにとって大切な人が、同じ治療が必要になったときに、あなたはこの病院の
治療をお勧めしますか？ 

□ 勧める 
□ どちらかというと勧める 
□ どちらかというと勧めない 
□ 勧めない 

現在利用している外来通院に関して、以下の項目について全体的な満足度を教えてください 

2 医師の対応（例：気遣いや気配り、配慮など） 
□ 満足 
□ どちらかというと満足 
□ どちらかというと不満足 
□ 不満足 

3 医師による治療（例：診察や処方内容など） 
□ 満足 
□ どちらかというと満足 
□ どちらかというと不満足 
□ 不満足 

4 医師との診察の中で、言いたいことを伝える時間 
□ 満足 
□ どちらかというと満足 
□ どちらかというと不満足 
□ 不満足 

5 
医師以外のスタッフの対応（例：気遣いや気配り、配慮など） 
 
*受付スタッフ、相談室のスタッフ、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、心理師など 

□ 満足 
□ どちらかというと満足 
□ どちらかというと不満足 
□ 不満足 

6 待合室の環境と待ち時間（例：待ち時間、混雑度、掲示物、ｿﾌｧｰ、ﾄｲﾚ、
照明、音楽、自動販売機、ｳｫｰﾀｰｻｰﾊﾞｰなど） 

□ 満足 
□ どちらかというと満足 
□ どちらかというと不満足 
□ 不満足 

 

7 これまでの外来通院について、あなたは必要だったと思いますか？ 
□ 思う 
□ どちらかというと思う 
□ どちらかというと思わない 
□ 思わない 

8 今後の外来通院について、あなたは必要だと思いますか？ 
□ 思う 
□ どちらかというと思う 
□ どちらかというと思わない 
□ 思わない 
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表 3 主観的家族関係についての項目 
 

あなたのご家族や家庭について教えてください。 

1 あなたはご家族と一緒に住むことで、安心したり、心地よいと思ったりしますか？ 
□ 思う 
□ どちらかというと思う 
□ どちらかというと思わない 
□ 思わない 

あなたのご家族との関係に関して、以下の項目について全体的な感想を教えてください 

2 あなたの病気のことを理解している 
□ 理解している 
□ どちらかというと理解している 
□ どちらかというと理解していない 
□ 理解していない 

3 経済的に助けてくれている 
□ 助けてくれている 
□ どちらかというと助けてくれている 
□ どちらかというと助けてくれていない 
□ 助けてくれていない 

4 適度な距離を保ってくれている 
（がみがみ言わないが、無視もしない） 

□ 保ってくれている 
□ どちらかというと保ってくれている 
□ どちらかというと保ってくれていない 
□ 保ってくれていない 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 
入院中の精神障害者の円滑な早期の地域移行及び地域定着に資する研究：コホート研究 

 

問題行動の評価：評価項目の選定 

 

研究分担者：菊池安希子（国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所 地域・司法精神医

療研究部） 

 

要旨 

【目的】本分担班研究では、退院後１年間に観察される問題行動の発生件数を明らかにし、入

院中の問題行動との関連、入院中の予測因子（臨床判断を含む）を明らかにすることを目的と

する。本年度は、評価すべき問題行動項目の選定を行った。 

【方法】①諸外国において使用されている精神科患者の問題行動の各種リスクアセスメントツ

ールのうち、治療計画に使用可能なものを検討して項目を選定した。② 入院長期化要因と

なる行動が、退院後も地域滞在期間を減らす要因になる可能性を考慮し、本邦の入院長期化要

因についての先行研究を参照し、関連する問題行動を項目として追加した。 

【結果と考察】最終的に「身体暴力」「自傷」「自殺」「物質乱用」「セルフネグレクト」「多飲水・

水中毒」「アドヒアランス問題」を問題行動項目として確定し、「既往」「入院後６ヶ月のリスク

（臨床判断）」「入院期間中の該当問題行動の有無」「退院後６ヶ月間のリスク（臨床判断）」、「退

院後 1 年間の該当問題行動の有無」と「退院後調査時点から 6 ヶ月間のリスク（臨床判断）」を

求めることとした。 

 確定項目の評価データをもとに、入院中および退院後１年間に観察される問題行動の発生率、

問題行動の入院中予測因子、臨床判断の予測妥当性等だけでなく、問題行動間の関連および予

測因子の重複について検討することにより、処遇困難化しやすい事例の標的とすべき可変要因

を明らかにすることが期待される。 

A.研究の背景と目的 

退院後の精神科サービス利用者の予後を考

える上で懸念されるのは、病状の悪化だけで

はない 1)。自傷、自殺、物質乱用、セルフネ

グレクト等の一連の問題行動は、それ自体が

対象者のリカバリーが阻害されていることを

示している。また、入院長期化や再入院や司

法的関与の原因となり、地域滞在期間の減少

に結びつく可能性がある。 

本分担班研究では、退院後１年間に観察さ

れる問題行動の発生件数を明らかにし、入院

中の問題行動との関連、入院中の予測因子（臨

床判断を含む）を明らかにすることを目的と

する。 

本年度はこの目的のため、データ収集を行

う問題行動の種類を選定した。 

B.方法 

 リカバリーを阻害する問題行動のうち、退

院後に生じる可能性の高いものについては、

入院中にリスクをアセスメントし、その結果

に応じて治療計画を策定できることが望まし

い。そのため、本研究では、以下の方法で問

題行動の項目を選定した： 

① 諸外国において使用されている精神科患

者の問題行動の各種リスクアセスメント

ツールのうち、治療計画に使用可能なも

のを検討して項目を選定した。 

② 入院長期化要因となる行動が、退院後も

地域滞在期間を減らす要因になる可能性

を考慮し、本邦の入院長期化要因につい

ての先行研究を参照し、関連する問題行

動を項目として追加した。 
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C.結果 

1) リスクアセスメントツールからの項目選

定 

①リスクアセスメントツールのタイプの選定 

問題行動のリスクアセスメントツールには

大別すると２種類が存在している 2)。 

１つは項目のチェックリスト形式になって

おり、合計点を算出して予測率を算出する保

険数理学的ツールと呼ばれるタイプである。

保険数理学的タイプは、簡便でつけやすいと

いう長所があるものの、他方で開発された集

団における判別力が別集団では再現されにく

く（つまり文化が異なったり、受刑者か精神

科患者かといった患者タイプが異なると判別

力が変わる）、項目の多くが静的要因（過去情

報や人口学的特性と言った不変要因）から構

成されたりするため、治療計画策定には使用

できないといった短所が指摘されている。 

もう１つのリスクアセスメントツールは、

文献レビューに基づいて選択された固定セッ

トの項目群に対して評価を行った上で、合計

点を算出することなく、プロフィールを見て

臨床判断によって最終的なリスク推定を行う、

構造的臨床家判断ツールと呼ばれるタイプで

ある。項目評価の簡便性は保険数理学的ツー

ルに劣るものの、動的要因（可変要因）を中

心とした項目構成であるために治療計画に反

映できるという長所があり、保険数理ツール

と同程度の予測妥当性が確認されている。 

上記検討により、本研究では、集団によら

ず使用でき、かつ、治療計画に使用可能な構

造的専門家判断ツールの詳細な検討をするこ

ととした。 

 

②本邦で先行研究のあるリスクアセスメント

ツールからの項目選定 

本邦で 3 ヶ月～1 年のアウトカムに対する

予測妥当性の検討がされている構造的専門家

ツールは、暴力のリスクアセスメントツール

である HCR-20 第 2 版 3)4)、および、一般精神

科患者を対象とした各種問題行動のリスクア

セ ス メ ン ト ツ ー ル で あ る START

（ Short-Term Assessment of Risk and 

Treatability）5)6)であった。 

 HCR-20第 2版 3)4)は、ヒストリカル（過去）

要因 10 項目、クリニカル（現在）要因 5 項目、

リスク・マネージメント項目 5 項目から成る、

1 年以内までの期間の暴力についてのリスク

アセスメントツールである。Arai ら（2007）

7)は、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行

った者の医療及び観察に関する法律（以下、

医療観察法）の指定入院医療機関にて入院処

遇中の対象者を追跡し、１年間の暴力に対し

て、HCR-20 第 2 版が予測妥当性を持つこと

を示した。 

 START5)6)は、20 項目の動的要因から構成

される、各種問題行動（自傷、自殺、身体的

暴力、物質乱用、無断退去、被害、セルフネ

グレクト）に対するリスクアセスメントツー

ルである。菊池ら（2015）8)は、医療観察法

通院処遇中の対象者を 6 ヶ月間追跡し、

START の予測妥当性を検討した。その結果、

自傷、身体的暴力、物質乱用、セルフネグレ

クトについては予測妥当性を持つことを確認

した。 

 上記検討により、「自傷」、「身体的暴力」、

「物質乱用」、「セルフネグレクト」を問題行

動として選定した。 

 

2) 入院長期化要因からの項目選定 

 本邦において入院長期化要因についての研

究した松原ら（2009）9)は、精神科救急病棟、

精神科急性期病棟を有する 74 病院において

入院後 3 ヶ月を超えて残留した症例について

調査し、そのうち、「『近い将来、退院の可能

性がない』と判定された患者」が退院できな

い理由を挙げている。理由として具体的に挙

がった項目は、「自傷行為・自殺企図の危険性

が高い」「他害行為の危険性が高い」「迷惑行

為を起こす可能性が高い」「治療・服薬への心

理的抵抗が強い」「セルフケア能力に著しい問

題がある」、「重度の多淫水・水中毒」「アルコ
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ール・薬物・有機溶剤等の乱用」「陽性症状（幻

覚・妄想）が重度」であった。本研究では、

このうち、リスクアセスメントツールの検討

から選定した項目ではカバーできなかった問

題行動として「自殺（企図）」「迷惑行為」「治

療・服薬への心理的抵抗が強い（「アドヒアラ

ンスの問題」と名称変更）」、「多飲水・水中毒」

を採用し、調査項目に含めることとした。 

 

3) 確定した項目 

 1)、2)の結果、問題行動として採用したの

は「身体暴力」「自傷」「自殺」「物質乱用」「セ

ルフネグレクト」「多飲水・水中毒」「アドヒ

アランス問題」とした。「迷惑行動」について

は、実態把握のために簡潔な記載も求めるこ

ととした。 

 確定項目につき、「既往」「入院後６ヶ月の

リスク（臨床判断）」「入院期間中の該当問題

行動の有無」「退院後６ヶ月間のリスク（臨床

判断）」、「退院後 1 年間の該当問題行動の有無」

と「退院後調査時点から 6 ヶ月間のリスク（臨

床判断）」と求めることとした（表 1-3）。 

 

D.考察 

 本研究でデータ収集する問題行動について

は、リスク判断と治療計画策定のためのツー

ルが存在するものを中心に選定した。さらに、

本邦における精神科医療の特徴を反映させる

ために、国内の先行研究から、入院長期化要

因となる問題行動を追加した。 

 選定された項目を検討することにより、入

院中および退院後１年間に観察される問題行

動の発生件数が明らかになるだけでなく、入

院中の問題行動が退院後の予測因子になって

いるか、スタッフの臨床判断には予測妥当性

があるか、を明らかにすることができる。さ

らに、異なる問題行動間の関連と予測因子の

重複についても検討することにより、いわゆ

る処遇困難化しやすい事例の標的とすべき可

変要因を明らかにすることが可能となること

が期待される。 

E.健康危険情報 

なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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表 1 入院時調査票における問題行動評価 

 

表 2 退院時調査票における問題行動評価 

 

表 3 退院後 6ヵ月時点・12 ヵ月時点フォローアップ調査票における問題行動評価 

 

問題行動：既往と今後 
問題行動 既往（出生～入院前日まで） 入院後 6 ヵ月以内のリスク 

身体的暴力 身体的暴力の未遂･既遂･脅迫 □なし □あり     □ 低 □ 中 □ 高 

自傷 自死意図の無いまたは明確ではない自傷行動 □なし □あり    □ 低 □ 中 □ 高 

自殺（企図） 自死意図のある自殺行動。念慮のみは含まない □なし □あり     □ 低 □ 中 □ 高 

物質乱用 薬物やアルコール、処方薬等の乱用 □なし □あり(→□薬物□ｱﾙｺｰﾙ□その他） □ 低 □ 中 □ 高 

セルフネグレクト 生活維持に必要な行為を行わず自己の健康・安全 □なし □あり     □ 低 □ 中 □ 高 

多飲水・水中毒 介入を要する過剰な水分摂取 □なし □あり    □ 低 □ 中 □ 高 

迷惑行為 人に迷惑になる行動。例．大声 □なし □あり（内容:         ） □ 低 □ 中 □ 高 
アドヒアランスの問題 治療方針に従うことの問題。例.服薬中断､通院中断等 □なし □あり（内容:         ）

容           ） 
□ 低 □ 中 □ 高 

問題行動：入院中と今後 

問題行動 入院期間中 退院後 6 ヵ月以内のリスク 

身体的暴力 □なし □1 回（___年＿月＿日）□ 2 回以上(初回：__ 年＿月＿日) □ 低 □ 中 □ 高 

自傷 □なし □1 回（___年＿月＿日）□ 2 回以上(初回：__ 年＿月＿日) □ 低 □ 中 □ 高 

自殺（企図） □なし □1 回（___年＿月＿日）□ 2 回以上(初回：__ 年＿月＿日) □ 低 □ 中 □ 高 

物質乱用 □なし □あり (初回：__ 年＿月＿日) (→□薬物□ｱﾙｺｰﾙ□その他） □ 低 □ 中 □ 高 

セルフネグレクト □なし □あり (初回：__ 年＿月＿日) □ 低 □ 中 □ 高 

多飲水・水中毒 □なし □あり (初回：__ 年＿月＿日) □ 低 □ 中 □ 高 

迷惑行為 □なし □あり (初回：__ 年＿月＿日)（内容:              ） □ 低 □ 中 □ 高 

アドヒアランスの問題 □なし □あり (初回：__ 年＿月＿日)（内容:              ） □ 低 □ 中 □ 高 

問題行動：退院後６ヶ月間と今後 6 ヵ月間 

問題行動 過去 6 ヵ月（退院から現在まで） 今後 6 ヵ月間のリスク 

身体的暴力 □なし □1 回（___年＿月＿日）□ 2 回以上(初回：__ 年＿月＿日) □ 低 □ 中 □ 高 

自傷 □なし □1 回（___年＿月＿日）□ 2 回以上(初回：__ 年＿月＿日) □ 低 □ 中 □ 高 

自殺（企図） □なし □1 回（___年＿月＿日）□ 2 回以上(初回：__ 年＿月＿日) □ 低 □ 中 □ 高 

物質乱用 □なし □あり (初回：__ 年＿月＿日) (→□薬物□ｱﾙｺｰﾙ□その他） □ 低 □ 中 □ 高 

セルフネグレクト □なし □あり (初回：__ 年＿月＿日) □ 低 □ 中 □ 高 

多飲水・水中毒 □なし □あり (初回：__ 年＿月＿日) □ 低 □ 中 □ 高 

迷惑行為 □なし □あり (初回：__ 年＿月＿日)（内容:              ） □ 低 □ 中 □ 高 

アドヒアランスの問題 □なし □あり (初回：__ 年＿月＿日)（内容:              ） □ 低 □ 中 □ 高 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 
入院中の精神障害者の円滑な早期の地域移行及び地域定着に資する研究：コホート研究 

 

薬剤評価の評価：評価項目の選定 

 

研究分担者：来住由樹（岡山県精神科医療センター） 

 

要旨 

精神科治療において、薬物治療は重要な役割を果たす。本分担班は、クロザピンや LAI を中心

に急性期の入院患者の処方の推移を包括的に調べ、特にクロザピンや LAI を利用した患者の再

入院の有無等を検証することを目的とする。今年度は、縦断調査における薬剤データの取得方

法について検討した。ワーキング・グループでの検討の結果、入院時と退院時に、各機関のス

タッフがクロザピンの利用の有無および LAI の利用の有無について、カルテデータを用いて調

査票に記入することとした。また、処方データを包括的に把握するために、それぞれの調査時

点において処方箋データを得ることとした。 

A.研究の背景と目的 

精神科治療において、薬物治療は重要な役

割を果たす。特に近年では、クロザピンや持

続性注射剤（Long Acting Injection：LAI）

が、統合失調症をはじめとして重い精神疾患

の症状の治療として効果を示している 1-8)。加

えて、近年の観察研究を含めたシステマティ

ックレビューでは、クロザピンおよび LAIが、

再入院の確率を下げる可能性について言及し

てる 2)10）。しかし LAI に関しては、再入院に

関するデータ自体が少ないとの指摘もある 9)。

本邦での統合失調症患者におけるクロザピン、

LAI の処方率は、それぞれ 7.2％11）、1.1％12）

であり諸外国に比して低い 11)12)ものの、近年

は徐々に上昇してきている。 

精神科治療は入院中の症状減退や機能向上

だけでなく、退院後の生活も視野にいれたも

のである 13)が、日本ではクロザピンや LAI を

利用した患者が退院後にどのような転帰をと

っているかについて、詳細に調べた研究はほ

とんどない。 

 

本分担班は、クロザピンや LAI を中心に急

性期の入院患者の処方の推移を包括的に調べ、

特にクロザピンや LAIを利用した患者の再入

院の有無等を検証することを目的とする。今

年度は、縦断調査における薬剤データの取得

方法について検討し、その内容をプロトコル

に反映させた。 

 

B.方法 

研究で用いる尺度を決めるために、精神保

健に関する研究を実施してきた者と精神科医

療を利用した経験のある者で構成されるワー

キング・グループを設けた。また、研究協力

者を含めた関係者が参加した 3 回の班会議の

中で、薬剤治療のデータ収集の方法について、

意見を収集した。 

 

C.結果 

ワーキング・グループでの検討の結果、入

院時と退院時に、各機関のスタッフがクロザ

ピンの利用の有無および LAI の利用の有無に

ついて、カルテデータを用いて調査票に記入

することとした。また、処方データを包括的

に把握するために、入院時、退院時、6 ヵ月

フォローアップ調査時、12 ヵ月フォローアッ

プ調査時のそれぞれの時点において、処方箋

データを得ることとした。 

 

D.考察 

クロザピンや LAI は、全体的に精神症状の
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軽減に効果的とされていることから、日常臨

床での普及が期待されている。しかしながら、

これらの薬物治療の中長期のフォローアップ

は多くない。また、再入院というアウトカム

には、薬剤治療だけでなく、様々な要因が影

響していると予想される。本縦断研究では、

利用者の属性や症状、機能、利用しているサ

ービス、環境要因など様々な変数を測定する

ことから、背景因子を調整したうえでの、地

域生活におけるクロザピンや LAI、あるいは

その他の処方薬剤の効果を検証することが可

能である。ここから得られる知見は、退院後

の地域生活を見据えた薬物治療や、入院治療

から外来治療にまたがる継続的な薬物治療の

在り方に有用な示唆を与えるものと期待され

る。 

 

E.健康危険情報 

なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

1) 来住由樹：地域医療構想で精神病院を活

かそう：一般病院と精神病院の人材交流 

地域医療構想を踏まえた精神科病院の挑

戦．日本病院会雑誌 66(1): 35-46, 2019. 

2) 来住由樹，中島豊爾：平成 30 年度診療報

酬改定を分析する：平成 30 年度改定をふ

まえた救急医療戦略 岡山県精神科医療

センターにおける取り組み．救急医学 

42(12): 1746-1751, 2018. 

2.学会発表 

1) 山本蓮華, 吉村文太, 宋龍平, 北川航平, 

矢田勇慈, 来住由樹：クロザピン治療にお

ける血中濃度測定の重要性：日本人の治

療抵抗性統合失調症を対象とした横断研

究．第 28 回・48 回日本臨床精神神経薬

理学会・日本神経精神薬理学会合同年会,

東京大会, 東京, 2018.11.14. 

2) 溝江菜央, 山下徹, 三澤史斉, 宋龍平, 吉

村文太, 北川航平, 谷本健一, 来住由樹, 

藤井康男, 宮田量治, 竹内啓善：維持期治

療において第 2 世代持効性注射製剤投与

例の抗精神病薬用量は変化するのか?．第

28 回・48 回日本臨床精神神経薬理学会・

日本神経精神薬理学会合同年会,東京大会, 

東京, 2018.11.14. 

3) 来住由樹：非自発入院と精神科救急入院

料病棟：2016 年提言の実現に向けて，岡

山県精神科医療センターにおける精神科

救急急性期入院治療の現状と課題. 第 26

回日本精神科救急学会総会 , 沖縄大会 , 

那覇, 2018.10.11. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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Page1411-1418.2018 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 
入院中の精神障害者の円滑な早期の地域移行及び地域定着に資する研究：コホート研究 

 

好事例分析 

 

研究分担者：藤井千代（国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所 地域・司法精神医療研究

部） 

 

要旨 

本分担班は、縦断研究に参加する 21 医療機関のうち、複数の機関を選定し、当該機関におけ

る入院治療や外来治療、地域サービスの在り方などについての事例をまとめることを目的とす

る。本年度は、事例を集める機関の選定方法および情報収集の内容を記したインタビューガイ

ドの作成を目的とした。縦断調査に参加した 21 機関の属性情報を分析した結果、精神科治療に

おける主要な専門職（医師や看護師、精神保健福祉士、作業療法士、心理士、薬剤師）につい

て、全ての専門職を平均以上に配置していた医療機関は 2 機関であった。また、近年の精神科

治療において関心を高めているピアサポーターを配置している機関は 3 機関であった。過去１

年の平均病床利用率および最低値と最高値、１日平均外来患者数の全てにおいて平均以上の機

関は 4 機関であった。これらのデータは、対象機関の選定の際に有用となると考えられる。ま

た、インタビューガイドについては、数量的な調査では測定の困難な具体的な支援内容や、数

値化できないプロセスについての情報で構成された。これらの事例分析は、数量的なデータを

補完するものと予想される。 

A.研究の背景と目的 

我が国の精神科医療は、入院治療中心から

地域ケア中心に転換が始まっている。実際、

平成 28年度の精神保健福祉資料によると、入

院患者の約 80%が 1 年内に退院しており 1)、平

均入院日数も徐々に短くなっている。一方で

多くの患者が退院後に安定した地域生活を送

っているわけではなく、退院患者の約 40%が

再入院を経験している 1)。本研究班が実施す

る縦断研究では、精神科病院を退院した後の

安定した地域生活に関連する要因を実証的に

検 証 す る 。 他 方 、 根 拠 に 基 づ く 実 践

（evidence-based practice）や根拠に基づく

政策決定（evidence-based policy making）

が発展する中で、近年では、数量的なエビデ

ンスと並行して、患者の価値観や臨床家の経

験もベストプラクティスの選定や政策決定に

重要な役割を持つことが強調されている 2-5)。

すなわち、臨床現場に即した分析や包括的な

エビデンスの構築には、実証的な研究に加え

て、実際の治療内容を記述的に描写する研究

も必要とされる。そこで、本分担班は、縦断

研究に参加する 21 医療機関のうち、複数の機

関を選定し、当該機関における入院治療や外

来治療、地域サービスの在り方などについて

の事例をまとめることを目的とする。本年度

は、事例を集める機関の選定方法および情報

収集の内容を記したインタビューガイドの作

成を目的とした。 

 

B.方法 

国立精神・神経医療研究センター地域・司

法精神医療研究部内にワーキンググループを

設け、機関属性等を参考に、機関選定の方法

について議論し、インタビューガイドを作成

した。縦断研究に参加した 21 機関には、機関

の属性に関するアンケート調査を行っており、

事例データ収集の対象機関の選定基準には、

アンケート調査で得た機関属性情報も参考に

した。なお、アンケート調査票は、精神科病
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床数、昨年度の平均病床利用率（平均病床稼

働率）、1 日平均外来患者数、同法人が経営す

る地域医療サービス、同法人が経営する地域

福祉サービスに関する質問項目などで構成さ

れている。 

 

C.結果 

表 1 は、21 機関の属性情報を示している。

縦断研究に参加した半数以上の機関が、私立

医療機関であった。また、首都圏に所在する

機関が 40%であった。縦断調査に参加した機

関には北海道・東北エリアから九州・沖縄エ

リアまで日本の各エリアの医療機関が含まれ

るが、西日本に所在する機関と比較し、東日

本の機関がやや多かった（57.1%）。また、ほ

ぼすべての機関が精神科デイケアや訪問看護

を有していた。参加機関における過去１年の

平均病床利用率と１日平均外来患者数は、そ

れぞれ 86.4（SD = 7.1）と 169.6（SD = 84.1）

であった。スタッフ配置は表 1 にまとめた。 

事例データの収集に関する対象機関の選定

の基準を考えるために、スタッフ配置や過去

１年の平均病床利用率などに着目した分析を

行った。その結果、精神科治療における主要

な専門職（医師や看護師、精神保健福祉士、

作業療法士、心理士、薬剤師）について、全

ての専門職を平均以上に配置していた医療機

関は 2 機関であった。また、近年の精神科治

療において関心を高めているピアサポーター

を配置している機関は 3 機関のみであった。

過去１年の平均病床利用率および最低値と最

高値、１日平均外来患者数の全てにおいて平

均以上の機関は 4 機関であった。 

インタビューガイドについては、入院中の

治療や退院後の地域生活の支援、そして他の

機関との連携などについての項目を設けた。

また、対象機関が提供する典型的なサービス

の事例についての項目を設けた（Box.1）。 

 

D.考察 

本分担班は、ワーキンググループを設けて、

事例を集める機関の選定方法および情報収集

の内容を記したインタビューガイドの作成を

目的とした作業を行った。縦断研究に参加す

る 21 機関の属性データを利用することで、対

象機関の選定に有用な情報を得た。例えば、

現代の精神科医療には多職種による治療や支

援が求められる 4)。また近年は、患者と治療

内容について話し合いながら治療方針を決め

ることを推奨されているが 6,7)、その実施には、

マンパワーが必要とされる。必然的に、多職

種の人員配置は支援の質を高める要因となる

可能性があり、対象機関の選定に関する基準

の 1 つとなるかもしれない。また、ピアサポ

ーターの配置は、救急サービスの利用防止や

再入院の防止効果等について報告されており

8,9)、対象機関の選定の 1 つの基準となりうる。 

インタビューガイドについては、数量的な

調査では測定できない具体的な支援内容や数

値化できないプロセスについての情報を取集

する内容で構成された。これらの事例分析は、

数量的なデータを補完することができると予

想される。 

 

E.健康危険情報 

なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

なし  

2.学会発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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表１ 21 機関の属性 
 

  
n/Mean %/SD 

法人 
公立系 7 33.3% 
大学系 2 9.5% 
私立系 12 57.1% 

所在地 1 
首都圏 8 38.1% 
首都圏外 13 61.9% 

所在地 2 
東日本 12 57.1% 
西日本 9 42.9% 

精神科病床数 255.2 172.4 
過去１年の平均精神科病床利用率(%) 86.4 7.1 
  利用率_最低値(%) 82.4 7.6 
  利用率_最高値(%) 91.3 7.3 
１日平均精神科外来患者数 169.6 84.1 
精神科デイケア*1 有 19 90.5% 
訪問看護*1 有 19 90.5% 
福祉事業所*1 有 11 52.4% 
医師*2 22.3 18.3 
看護師*2 124.4 106.5 
精神保健福祉士 11.2 5.9 
作業療法士 6.4 5.7 
心理士 5.8 4.8 
薬剤師 4.5 4.2 
ピアサポーター 0.1 0.4 
*1 速報値であるため、今後変動する可能性あり 
*2 総合病院については、精神科医や精神科病棟のスタッフのみをカウントしている。 
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Box.1 救急病棟や急性期病棟の入院患者における治療と支援に関するインタビューガイド 

 
1. 入院中のケアについて 

1) どのような治療や支援を提供しますか？ 
2) 入院中のケアに関わる人は、どのような職種ですか？あるいはどのような人ですか？ 
3) 入院中に、退院後の生活のための支援やケースマネジメントを提供していますか（家族支援を含む）？ 

- 具体的な内容 
- 具体的なプロセス 
- 具体的な工夫 

4) 入院中のケアについての課題 
 

2. 退院後の支援について 
1) どのような治療や支援を提供しますか？ 
2) 退院後の支援に関わる人は、どのような職種ですか？あるいはどのような人ですか？ 
3) ケースマネジメントを提供していますか？ 
4) 退院後に患者が再び調子を崩した場合も支援を提供していますか（家族支援を含む）？ 

- 具体的な内容 
- 具体的なプロセス 
- 具体的な工夫 

5) 入院中のケアについての課題 
 

3. 他機関との連携とプロセス 
1) 総合支援法下のサービス等の利用と連携について 
2) 他の医療機関との連携について 
3) 公的機関（精神保健福祉センター、自治体、保健所）との連携について 
4) インフォーマルサービスとの連携について 
5) 1)-4)についての課題 

 
4. 過去に、救急病棟や急性期病棟の入院した患者の中で、貴院の典型的なサービスをうけ、安定した地

域生活を送っている事例について、入院から地域ケアまでのプロセスを教えてください。 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3 章．研究成果の刊行に関する一覧 
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研究成果の刊行に関する一覧表 

          
 
                                                                                           

雑誌                                                     
 

発表者氏名 論文タイトル名 発表誌名 巻号 ページ 出版年 

瀬戸秀文, 

稲垣中, 

島田達洋 

ほか  

措置入院となった精神障害者
の治療転帰に関する後ろ向き
コホート研究（その１）: 措置
解除された患者の長期転帰に
影響する因子について 

臨床精神医学 48 323-333 2018 

稲垣中, 

瀬戸秀文, 

島田達洋 

ほか 

措置入院となった精神障害者
の治療転帰に関する後ろ向き
コホート研究（その２）: 措置
入院患者の退院後の死亡リス
クに関する検討 

臨床精神医学 48 335-342 2018 

渡邉博幸 統合失調症の予後と転帰は改
善しているのか? 

精神科治療学 33(1) 87-93 2018 

渡邉博幸 就労(定着)支援を踏まえた統
合失調症薬物治療 

臨床精神薬理 21(10) 1363-1370 2018 

渡邉博幸 多職種チームを活性化するに
はどうしたら良いでしょう
か？ 

精神科治療学 33 
（増刊号） 

312−313 2018 

渡邉博幸 統合失調症患者における抗精
神病薬変更のコツ 

臨床精神医学 47 
（増刊号） 

89-95 2018 

来住由樹,  

中島豊爾 

平成30年度診療報酬改定を分
析する：平成30年度改定をふ
まえた救急医療戦略 岡山県精
神科医療センターにおける取
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救急医学 42(12) 1746-1751 2018 

来住由樹 地域医療構想で精神病院を活
かそう：一般病院と精神病院の
人材交流 地域医療構想を踏ま
えた精神科病院の挑戦 

日本病院会雑誌 66(1) 35-46 2019 
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